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小平市有料自転車駐車場(一橋学園駅周辺地区)指定管理者募集要項 

小平市自転車等の放置防止に関する条例（昭和５９年条例第２４号。以下「施設条

例」という。）及び小平市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成

１７年条例第１５号。以下「手続条例」という。）に基づき、施設の管理を行う指定

管理者を以下のとおり募集します。 

１ 募集対象施設の概要 

 (1) 対象施設の名称及び所在地等  

① 名 称  一橋学園駅有料自転車駐車場 

所 在 地  小平市喜平町２丁目３番１号 

② 名 称  一橋学園駅北有料自転車駐車場 

所 在 地  小平市学園東町１丁目６番１号 

③ 名 称  一橋学園駅東有料自転車駐車場 

所 在 地  小平市学園東町２丁目１番２号 

 

本業務の対象となる物件（以下、「管理物件」という。）は、上記に掲げた３

施設、設備及び物品からなり、位置及び規模等は別紙１及び別紙２のとおりです。 

なお、この３施設は一括して管理するものとします。 

 (2) 対象施設の設置目的等  

   募集対象施設は、自転車の安全利用の促進及び自転車等の駐車対策の総合的推

進に関する法律（昭和５５年法律第８７号）に基づき、公共の場所における自転

車及び原動機付自転車（以下「原付」という。）の放置を防止することにより、

交通の安全と円滑化を図り、もって市民の良好な生活環境を確保することを目的

とする施設です。 

   指定管理者は、指定を行うことの意義が、民間事業者の能力を活用しつつ、前

段に掲げる設置目的の効果及び効率を向上させ、もって地域の福祉の一層の増進

を図るものであること、また管理業務の実施にあたって求められる公共性を十分

に理解し、市と指定管理者は、互いに協力し信義を重んじ、対等な関係に立って

指定管理業務を誠実に履行するものとします。 

 (3) 用語の定義  

   本募集要項で用いる用語の定義は別紙３のとおりです。 

２ 指定管理業務の概要 

指定管理者は、対象施設の運営及び維持管理に係る次の業務を実施します。 

具体的内容は、小平市有料自転車駐車場(一橋学園駅周辺地区)指定管理業務仕様

書（案）（以下「仕様書」という。）を参照してください。 

(1) 指定管理者の業務の範囲  

① 自転車駐車場の利用手続並びに使用料の徴収及び市への納付に関すること。 
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② 自転車駐車場の利用に伴う利用者へのサービスの提供に関すること。 

③ 自転車駐車場の施設､設備及び物品の維持管理及び安全の確保に関すること。 

④ 自転車駐車場利用者の苦情・要望への対応に関すること。 

⑤ 自転車駐車場の管理に関し市長が必要と認めること。 

(2) 市が行う業務の範囲  

次の業務については、市が自らの責任と費用において実施します。 

① 本施設の目的外使用許可に関する業務 

② ２(1)で掲げるもののほか、指定管理者による業務の範囲外の業務  

③ ２(6)④に掲げる管理物件の修繕等に関する業務 

(3) 業務に係る実施条件  

指定管理者が本業務を実施するにあたって満たさなければならない条件は、仕

様書に定めるとおりです。 

(4) 業務の範囲等の変更  

業務の範囲や業務の実施条件を変更する場合、及び業務の範囲等の変更に伴う

指定管理料の変更等については協議により決定するものとします。 

(5) 業務の実施 

募集対象施設に係る関係法令、施設条例、小平市自転車等の放置防止に関する

条例施行規則（昭和５９年規則第１９号。以下「施行規則」という。）、基本協

定、年度協定、仕様書及び事業計画書に従い、本業務を実施してください。 

(6) 管理物件の管理 

① 指定管理者は、指定期間中、管理物件を常に良好な状態に保ってください。 

② 管理物件に関してその状況を把握するとともに、故障や事故等を発見した場

合は、直ちに必要な措置を講じてください。 

③ 管理物件の日常点検は指定管理者が実施し、異常発生時及び修繕を要する時

は、市へ報告してください。 

④ 管理物件の修繕の１件あたりの費用が１０万円以上（消費税及び地方消費税

を含む）のものは、市が負担します。 

なお、指定管理者は自己の責めに帰すべき事由により生じた修繕に係る費用

について負担するものとします。 

⑤ 指定管理者が新たに備品等を調達等する場合は、専用の備品台帳を作成する

など、市から貸与されたものと区別できるようにしてください。この場合の備

品等の修繕については、指定管理者の自己の費用と責任において実施するもの

とします。 

⑥ 指定期間が終了した際には、市又は市が指定する者に備品等を引き継がなけ

ればなりません。指定管理者が、自己の費用等で購入した備品等については、

原則として、自己の責任と費用において、撤去・撤収していただきますが、市

と合意した場合は、市又は市が指定する者に引き継ぐことができます。 

⑦ 指定管理者は、小平市調達の基本指針の趣旨に基づき、修繕等の際には、地

域経済の活性化に寄与するため、市内事業者を優先して選定するよう努めてく
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ださい。 

(7) 責任分担 

市との責任分担については、別紙４のとおりです。 

(8) 緊急時の対応 

ゲートシステム等の機器類が故障した場合は、迅速に機器類故障緊急連絡先

（機器メーカー等）に連絡すること。有人、無人管理時にかかわらず、火災、震

災、盗難、事故等の駐車場内でのトラブルが発生した場合の体制を整備し、迅速

に対応してください。 

(9) 防犯・防災業務 

施設利用者の生命、身体及び財産の安全を確保するために、防火責任者を定め、

非常事態に備え、消火、通報及び避難誘導等緊急時の対応ができる体制を整備し

てください。 

災害等の発生により、対象施設を避難所等として使用する場合があります。そ

の際は、市の指示に従ってください。避難所等として使用した場合において、指

定管理者に損害等が発生した場合は、市と協議を行い、費用負担等を決定するこ

ととなります。 

(10) 業務実施に付随して指定管理者が行う事項等 

① 指定管理者は、下表に掲げる報告に関する書類を市に提出し、毎月指定され

た指定管理者月例会議に業務責任者を出席させてください。年度の途中におい

て指定を取り消されたときは、その取り消された日から起算して３０日以内に

当該年度の当該日までの間の月例報告及び年次報告を、市に提出しなければな

りません｡その他、市から資料提出を求められた場合は、必要な資料をすみやか

に提出してください。 

なお、管理物件の適正な管理を期するため、報告書に基づき、業務の経理状

況等について確認を行うことがあります。確認の結果、業務の実施状況等を満

たしていない場合は、業務の改善勧告を行うことがあります。 

 

報告の種類 書  類  名 備  考 

月例報告 

使用料納付報告書（定期･一時） 

利用実績一覧表 

使用料計算書（定期･一時） 

管理記録 

翌月１５日までに提出 

上半期報告 管理運営状況評価票 １０月１５日までに提出 

年次報告 

次年度事業計画書・予算収支計画書 ３月１５日までに提出 

管理運営状況評価票 

利用者アンケート結果 
４月１５日までに提出 

年間事業報告書 

年間使用料計算書 

事業年度終了後、６０日

以内に提出 
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臨時報告 事故等報告書 
事故やトラブル等が発生

した時 

② 指定管理者の指定を受けた者は、円滑な業務の執行と、正当かつ公平な利用

の確保を図るため、指定管理を開始する日までに、管理運営に係る準備を行う

ため、実務や接遇等の必要な研修を適宜実施してください。 

③ 本業務の実施に際しては、業務責任者を定め、市へ報告をしてください。業

務責任者は、他の業務員を指導監督するとともに、市との連絡調整に当たりま

す。 

④ 指定管理者が、故意又は過失により管理物件を損傷し、又は滅失したときは、

手続条例第１３条の規定に基づき、その損害を市に賠償しなければなりません。 

⑤ 指定管理者の責めに帰すべき事由により第三者に損害が生じた場合、指定管

理者はその損害を賠償しなければなりません。 

⑥ 管理責任に係る保険等は、指定管理者が加入することになります。 

⑦ 不可抗力が発生した場合、指定管理者は、不可抗力の影響を早期に除去すべ

く早急に必要な措置をとり、不可抗力により発生する損害、損失及び増加費用

を最小限にするように努めなければなりません。また、不可抗力の発生に起因

して指定管理者に損害等が発生した場合、損害状況の確認を行った上で市と協

議を行い、不可抗力の判定や費用負担等を決定するものとします。なお、不可

抗力の発生により業務の一部を実施できなくなったことにより免れた費用分を

指定管理料から減額できるものとします。 

(11) モニタリングについて 

① 本業務に関する利用者等の意見と満足度を調査するため、毎年１回以上利用

者等を対象としたアンケート調査を実施していただきます。調査は次に掲げる

項目を必須事項とし、その他、指定管理者側で必要と考えられる項目を調査し

ていただきます。また、調査の結果とともに、改善すべき点及び実施済みの事

項を年次報告時に市へ提出してください。なお、アンケート結果は公表します。 

ア 施設に対する感想及び要望 

イ 接遇態度に関する要望及び感想 

ウ 指定管理者が提案及び実施した事項に関する要望及び感想 

② 指定管理者は、自らの管理運営状況について、市が定める管理運営状況評価

票により自己評価を行い、上半期の管理運営状況評価票を１０月１５日までに、

年間の管理運営状況評価票を４月１５日までに提出していただきます。提出さ

れたこの評価票に基づき、管理運営状況について、市で総括的に評価を行い、

年次終了後の評価についてホームページ等で公開します。 

３ 指定管理に係る基本事項 

(1) 指定管理者が管理する期間 

期間は、令和８年４月１日から令和１３年３月３１日までの５年間とします。 

なお、市の会計年度は、毎年４月１日から翌年３月３１日までとなります。 

(2) 指定管理費の対象経費等 
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指定管理の対象経費は、対象施設の管理運営に係る次に掲げる経費とし、すべ

て消費税及び地方消費税を加えた額とします。なお、施設に係る火災保険等は、

市で負担するため、対象の経費には含まれません。 

① 人件費 

事業年度別に記入すること。業務員（臨時雇用者を含む）給与など。備考欄

に時間単価を記入すること。 

② 事務費 

報告書類、定期利用許可証（シール）、一時利用券、利用申請書等の印刷物の

作成に要する経費、消耗品（事務用品、作業服、電球、蛍光灯、定期券用 IC カ

ード等）の購入費、通信運搬費など。 

③ 管理費 

電気料、上下水道料、電話料、施設賠償責任保険料など。 

④ その他 

指定管理業務に係る経費のうち、研修費、電話設置費など。 

なお、引継ぎに係る経費はすべて、ここに記載すること。 

(3) 協定の締結及び指定管理料の支払い等  

指定を受けた指定管理者は、手続条例に基づき協定を締結します。業務を実施

するために必要な経費は指定管理者が応募の際に提示した経費などを基に、予算

の範囲内で、指定管理料として市から指定管理者へ支払います。また、その支払

時期及び支払方法等については、年度ごとに年度協定で定めます。 

なお、物価水準の変動等により、指定管理料の変更の必要が生じた場合は、協

議により決定するものとします。 

(4) 施設の利用者から徴収する使用料 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の２の５第１項による指定

公金事務取扱者制度による委託とし､管理物件において利用者から徴収する使用料

はすべて市に納めていただきます。 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第８項の「利用料金制

度」は採用しません。 

(5) インセンティブの採用  

指定管理者の経営努力により、市が当初設定した想定収入額より収入額が上回

った場合、その差額に基本協定で決定したインセンティブ割合を乗じた額をイン

センティブ契約料として、年度終了後に指定管理者に支払います。インセンティ

ブ割合については、指定管理者からの提案を受け、選定委員会で審査のうえ決定

します。 

小平市有料自転車駐車場指定管理業務に関する事業計画書（以下「事業計画書」

という。）の「６．提案事項」及び「収支計画書(指定管理にかかる経費)」に、

希望する割合を記入して応募してください。 

なお、インセンティブ契約料が１，０００円に満たない場合は、支払いません。 

※想定収入額 
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１０，０８０，０００円 

(6) 管理人員 

本募集要項及び仕様書の内容を勘案し、応募者が判断してください。また、事

業計画書の項番「３ 人員計画について」は、配置人数及び配置時間を詳しく記

載してください。 

(7) 情報管理 

指定管理者は、職務上知り得た秘密を他に漏らしたり、自己の利益のために利

用したり、不当な目的に利用できません。指定終了後も、同様です。 

(8) 個人情報の保護 

指定管理者は、業務を実施する際の個人情報の取り扱いにあたっては、個人情

報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）及び別紙５「個人情報の保護

及び情報セキュリティの保護に関する特記仕様書」で定める事項を守らなければ

なりません。 

(9) 指定管理業務の情報公開 

小平市情報公開条例（平成１３年条例第２９号）第５条に基づき、管理物件の

管理に係る情報の公開がなされた場合、指定管理者は公開に関し必要な措置を講

ずるよう努めていただきます。 

(10) 文書等の管理 

指定管理者は、管理物件の管理を行うにあたり作成し、又は取得した文書につ

いて、小平市公文書等の管理に関する条例（令和３年条例第１号）及び小平市公

文書管理規則（令和３年規則第３９号）に基づいて文書を管理する規程を作成し、

適正に管理、保持しなければなりません。 

(11) 第三者による実施 

指定管理業務の全部を第三者に委託し、又は請け負わせてはなりません。ただ

し、事前に所定の書類を提出し、市の承諾を受けた場合に限り、本業務の一部を

第三者に委託し、又は請け負わせることができます。 

(12) 指定の取消し等 

市は、次の事項のいずれかに該当すると認める場合は、指定期間満了前に指定

管理者の指定を取り消し、又は期間を定めて業務の全部若しくは一部の停止を命

ずることができることとします。 

① 指定管理者が業務に際し不正行為を行い、又は市が施設の管理の適正を期す

るために行う指示に従わないとき 

② 指定管理者が市に対し虚偽の報告を行い、又は正当な理由なく報告等を拒ん

だとき 

③ 指定管理者が協定内容及び事業計画書の内容を履行せず、又はこれに違反し

たとき 

④ 自らの責めに帰すべき事由により、指定管理者から協定締結の解除の申出が

あったとき 

⑤ 指定管理者が次の事項のいずれかに該当するとき 



7 
 

ア 募集要項に定める申請資格を失ったとき又は申請資格がないことが判明し

たとき 

イ 資金事情の悪化等により、業務の遂行が確実でないと認められるとき 

⑥ 指定管理者が小平市暴力団排除条例（平成２４年条例第１９号）に規定する

暴力団・暴力団員・暴力団関係者であると認められるとき又はこれらの者と社

会的に非難されるべき関係を有しているとき 

⑦ その他市が必要と認めるとき 

(13) 指定終了時における措置等 

指定期間又は指定の取消し等により指定管理者の指定が終了となる場合は、市

又は市が指定する者が円滑かつ支障なく業務を遂行できるよう、業務の引継ぎを

行うとともに、必要なデータを遅滞なく提供しなければなりません。また、指定

期間の終了までに、手続条例第１２条の規定に基づき、指定開始日を基準として

管理物件を現状に回復し、明け渡さなければなりません。なお、明け渡しの際に

は、市の検査を受けるとともに、明け渡しの日から起算して６月以内に発見され

た管理物件の瑕疵を市の指定する期限までに修補することとなります。 

(14) 協定不適合責任 

① 市は、管理物件に対して、種類、品質又は数量に関して協定の内容に適合し

ない状態（以下「協定不適合」という。）があるときは、指定管理者に対し

て、その協定不適合の修補、代替物の引渡し、不足物の引渡しによる履行の追

完(以下「履行の追完」という。) を請求することができます。ただし、指定管

理者は市に不相当な負担を課するものでないときは、市が請求した方法と異な

る方法による履行の追完をすることができます。  

② ①に規定する場合において、市は、同項に規定する履行の追完の請求に代

え、又は履行の追完の請求とともに、損害賠償の請求及び本協定の解除をする

ことができます。  

③ ①に規定する場合において、市が相当の期間を定めて履行の追完の催告を

し、その期間内に履行の追完がないときは、市はその不適合の程度に応じて指

定管理料の減額を請求することができます。ただし、次のいずれかに該当する

場合は、催告をすることなく、直ちに指定管理料の減額を請求することができ

ます。 

ア 履行の追完が不能であるとき 

イ 指定管理者が履行の追完を拒絶する意思を明確に表示したとき 

ウ 管理物件の性質又は当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の期間

内に履行しなければ本協定を締結した目的を達することができない場合にお

いて、指定管理者が履行の追完をしないでその時期を経過したとき 

エ 市がこの項の規定による催告をしても履行の追完を受ける見込みがないこ

とが明らかであるとき 

④ 履行の追完の請求、③に規定する指定管理料の減額の請求（以下「指定管理

料減額請求」という。）、損害賠償の請求及び本協定の解除は、協定不適合
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（数量に関する協定不適合を除きます。次項について同様です。）が市の供し

た材料の性質又は市の与えた指図によって生じたものであるときは行うことが

できません。ただし、指定管理者が、その材料又は指図が不適当であることを

知りながら告げなかったときは、この限りではありません。  

⑤ 市が協定不適合を知ったときから１年以内にその旨を指定管理者に通知しな

いときは、市は、その不適合を理由として、履行の追完の請求、指定管理料減

額請求、損害賠償の請求及び本協定の解除をすることができません。ただし、

指定管理者が引渡しの時にその不適合を知り、又は重大な過失によって知らな

かったときは、この限りではありません。 

(15) その他 

① 土地所有者の都合により土地の返還を求められた場合や駅前再開発事業等の

開始等により、指定管理の期間中であっても指定管理の対象施設から除外する

ことがあります。その場合、経費及び条件を再算出した上、再度協定を締結し

ます。その他、業務の選定条件や内容を変更したとき等、市と協議のうえ、協

定の内容を見直し、変更することがあります。 

② 指定管理者は、協定を締結することで生じる権利又は義務を、事前に市に承

諾を受けることなく、第三者に譲渡し、又は継承させることはできません。 

③ 指定管理者は、特許権、実用新案権、意匠権、商標権その他日本国の法令に

基づき保護される第三者の権利の対象となっている履行方法等を使用するとき

は、その使用に関する一切の責任を負わなければなりません。 

④ 施設の設置目的に合致し、業務の実施を妨げない範囲において、自己の責任

と費用により、市と事前協議のうえ、自主事業を実施することができます。 

⑤ 施設の利用許可に関して、暴力団の活動に利用される疑いがある場合、小平

市暴力団排除条例に基づき、市と協議のうえ、適正に事務処理をします。また、

暴力団員又は暴力団関係者から不当な要求や業務妨害があった場合も、市に報

告し、小平警察署に届け出てください。 

⑥ 指定管理者は、市から支払われた指定管理に係る経費の専用口座を設けると

ともに、帳簿を備え付け、適正に管理してください。 

⑦ 小平市監査委員等による事務の監査が行われる際には、市からの書類提出等

の求めに対し、誠実に対応してください。 

⑧ 市と指定管理者間の請求、通知、申し出、承諾及び解除は、原則、書面によ

り行います。 

⑨ 利用者等からの苦情が発生した場合は、業務責任者が事態の収拾にあたり、

誠意を持って対応してください。  

⑩ 業務にあたっては、環境に配慮した商品の購入を推進し、水、電気、ガス、

ガソリン等のエネルギーの使用量等の削減に努めるなど、環境への配慮に留意

してください。 

⑪ 提出された自転車駐車場指定管理者応募提案書は、すべて情報公開の対象と

なります。 
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⑫ 業務の実施に際して、自動車、バイク、原動機付自転車を使用し、又は利用

する場合は、運転前後のアルコール検知を行い、酒気帯びの有無を確認してく

ださい。 

⑬ 主たる事務所の所在地又は代表者の変更を行った際は、遅滞なく市に届け出

てください。 

⑭ 業務の実施に際して、市が、書類の受領や立会等を行うことで、指定管理者

の責任にて行うべき業務の全部又は一部について責任を負担したものと解釈し

ないでください。 

４ 応募資格 

(1) 有料自転車駐車場の管理及び運営の実績を持ち、指定期間中、安全かつ円滑に

対象施設の管理運営を行うことができる法人その他の団体(以下｢団体等｣とい

う。)で、かつ募集説明会に出席している団体等 

(2) 団体等及びその代表者が、次の事項に該当しないこと。該当することが判明し

た場合は応募を取り消します。 

① 地方自治法施行令(昭和２２年政令第１６号)第１６７条の４（一般競争入札

の参加者の資格）の規定に該当するもの 

② 国税又は地方税を滞納しているもの 

③ 令和７年１２月１７日より前５年以内において小平市公の施設の指定管理者の

指定等に関する暴力団等排除措置要綱第４条の各号に定める措置要件に該当する

もの（同要綱第５条関係） 

④ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条第１項に基づく更生手続

開始の申立て又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条第１項に

基づく再生手続開始の申立ての手続きをしているもの 

⑤ 手続条例第３条第２項の規定に該当するもの 

５ 応募の日程と手続 

(1) 日程 

① 募集要項等の配布     令和７年６月２０日（金）～７月８日（火） 

② 説明会の参加申込み    令和７年７月 ８日（火）まで 

③ 説明会          令和７年７月 ９日（水） 

④ 質疑の受付期間      令和７年７月 ９日（水）～７月１６日（水） 

⑤ 質疑の回答        令和７年７月２９日（火）までに回答します 

⑥ 応募期間         令和７年８月 １日（金）～８月８日（金） 

⑦ 面接審査の実施      令和７年９月２４日（水）又は９月２５日（木） 

⑧ 選定結果通知       令和７年１０月中旬 

⑨ 指定管理者の指定の議決  令和７年１２月下旬（予定） 

⑩ 協定書締結        令和８年 ４月１日 

(2) 手続き 

① 募集要項等の配布 
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小平市ホームページからダウンロードしてください。また、都市開発部交通

対策課窓口（市役所庁舎４階）でも配布いたします。（土曜、日曜日、祝日を

除く午前９時から正午まで、午後１時から午後５時まで） 

② 説明会 

ア 日時       令和７年７月９日（水）午前１０時から 

イ 会場       小平市役所６階６０１会議室 

ウ 参加人数     １団体１名 

エ 説明会参加申込  令和７年７月８日（火） 午後５時まで 

オ 申込方法     説明会参加申込書（別紙６）を電子メール又は持参に

より必ず提出してください。 

カ その他 応募する団体等は、必ず出席してください。募集説明会に出席し

ていない団体等は、応募できません。また、募集要項及び仕様書を持参し

てください｡ 

③ 対象施設の公開 

施設を見学する際は、市に連絡のうえ、利用者に迷惑がかからないように見

学してください。 

④ 質疑及び回答  

ア 質疑の受付は募集説明会終了後、令和７年７月１６日（水）午後５時まで

（厳守）です。質疑の要旨を、都市開発部交通対策課宛にメール又はファク

シミリにてお送りください｡なお、電話、口頭による質問にはお答えいたしま

せん。 

・メールアドレス kotsu-taisaku@city.kodaira.lg(エル・ジー).jp 

・ＦＡＸ ０４２－３４６－９５１３ 

※ ＦＡＸは複数課で共用しているため、質疑送付の際は「小平市交通対策

課自転車対策担当宛」と明記してください。 

※ 質疑書には、どの地区についての質疑であるのか明記してください。 

イ 回答は、令和７年７月２９日（火）までに質疑及び回答内容を、小平市ホ

ームページに掲載します｡個別には回答いたしません。 

⑤ 提出書類の受付 

令和７年８月１日（金）から８月８日（金）午後５時（厳守）までに、必要

書類を添えて、都市開発部交通対策課へ事前に持参する日時を連絡の上で、持

参してください。 

受付時間は午前９時から正午まで、午後１時から午後５時までとします。 

午後５時を過ぎての受付はいたしません。 

・応募書類提出時連絡先 ０４２－３４６－９５４９ 

⑥ 提出書類一覧表 

ア 事業者の概要・財務状況等に係る提出書類 

※ 団体等名称の記載のあるもの各１部を提出してください。（Ａ４サイズ） 

 

mailto:kotsu-taisaku@city.kodaira.lg.jp
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提出書類 記載内容等 

A  指定申請書 

（様式第１号） 

小平市長が所管する公の施設の指定管理者の指定の手続等に

関する規則 第２条 別記様式第１号 

B  小平市自転車駐

車場指定管理業務に

関する事業計画書 

（指定様式） 

法人・団体の名称 

法人・団体の所在地 

代表者氏名 

設立年月日 

資本金又は基本財産 

従業員数 

連絡先（電話・ＦＡＸ・メールアドレス） 

担当者氏名 

同類又は類似施設の管理運営実績（施設名、収容台数、管理

運営期間を必ず記載すること） 
次の事項について、具体的に記載する。 
小平市有料自転車駐車場の指定管理業務を行うにあたっ

ての基本的な考え方 
１ 施設運営の理念について 
(1) 施設を管理運営する上で、指定管理者として法人・団

体のノウハウをどう活かして業務を展開するか 
(2) 施設の管理に向けた抱負など 

２ サービスの質の確保・向上に関する計画 
(1) 市民に利用しやすい施設運営の考え方について 
(2) 利用者に対する質の高いサービス提供に向けた取組に

ついて 
(3) 利用者要望の把握と、業務への反映方法及び苦情対応

について 
３ 人員計画について 
(1) 配置する業務員の雇用の考え方、具体的な配置業務員

に係る職種別の業務員数（うち小平市民の雇用数）、
経験年数について 

(2) 勤務体制（業務員数、配置時間等）の計画について 
(3) 業務員の能力育成計画等について 

４ 施設の維持管理に関する計画について 
(1) 日常的な安全対策の考え方について 
(2) 年間維持管理計画について 

５ 危機・安全管理計画及び関係法令等の遵守について 
(1) 災害発生時など緊急を要する際の対応の考え方及び取

組体制について 
(2) 個人情報の保護に関する法令の遵守について 

６ 提案事項 
(1) 希望するインセンティブ支給割合及び経営努力 
(2) 施設を有効かつ適正に管理するために、提案したい事

項 
７ その他特記事項 

団体が特に計画する事項、取組、アピールする事項 

C 定 款 最新のもの 

D 法人登記簿謄本 
現在事項全部証明書 

応募申込みの日前３か月以内に発行されたもの 

E 財務関係書類 

（任意様式） 

直近３年間の決算報告書又は決算見込みを説明する書類 

収支(損益)計算書、貸借対照表及び財産目録又はこれらに 

相当する書類 
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F 納税証明書等 

応募申込みの日前３か月以内に発行されたもので、法人・団

体又は法人・団体の代表者が課税されているものすべてにつ

いて未納のないことの証明書 

法人税・消費税「その３の３」 

地方消費税、法人事業税、法人住民(都道府県・区市町村)税 

G 暴力団排除関係書  

類 

（指定様式） 

暴力団でないことに関する表明・確約書兼同意書 

宛先の記入、署名、選択肢の○囲みについては自筆すること。 

H 収支計画書等 
（指定様式） 

次の事項に留意し、収支計画書（総計）及び収支計画
書・年度別内訳を事業年度ごとに区分して作成すること。 
また、収支計画書（総計）にインセンティブ割合を記入

すること。 
１ 事業年度４月１日から翌年３月３１日までの収支予算 
２ 指定管理業務の実施に係る経費項目の金額及び積算根拠

などを具体的に記載 
３ 市が指定管理者に支払う対象の経費とするもの 
(1) 人件費 

事業年度別に記入すること。業務員（臨時雇用者を含
む）給与など。備考欄に時間単価を記入すること。 

(2) 事務費 
報告書類、定期利用許可証(シール)、一時利用券、利
用申請書等の印刷物の作成に要する経費、消耗品（事
務用品、作業服、電球、蛍光灯、定期券用 IC カード
等）の購入費、通信運搬費など。 

(3) 管理費 
電気料、上下水道料、電話料、施設賠償責任保険料な

ど。 
(4) その他 

指定管理業務に係る経費のうち、研修費、電話設置費
など。なお、引継にかかる経費はすべて、ここに記載す
ること。 

４ 消費税 
 

イ 事業者の概要・財務状況等に係る提出書類 

※ 団体名称等特定する情報の記載のないもの各５部を提出してください。

（Ａ４サイズ） 

提出書類 記載内容等 

A  小平市自転車駐車
場指定管理業務に関す
る事業計画書 
（指定様式） 

アのＢと同じ 

B 財務関係書類 
（任意様式） 

アのＥと同じ 

C 収支計画書等 
（指定様式） 

アの Hと同じ 

 

ウ その他市長が定める書類（アと綴じてください） 

※ 該当するものがあれば団体等名称の記載のあるもの各１部を提出してください。 

Ａ 過去３年以内の、同類又は類似施設の管理運営実績が確認できる契約書

及び内訳書の写し及び管理運営施設の規模が確認できる書類 
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Ｂ ＩＳ０９００１の取得を証明できる書類の写し 

Ｃ 小平市内で３年以上継続して本店や支店等を営業していること及びその

事業所の位置を確認できる書類 

Ｄ 本指定管理業務における労働者の市民雇用の割合を記載した事業計画書

（人員計画に記載してください） 

※ 市民雇用の割合は２０％以上の場合に加点対象となります。雇用状況

は、管理運営状況評価票にてモニタリングを行います。 

Ｅ 労務単価申告書 

※ 加点された事業者が指定管理者となった場合は、モニタリングを行います。 

Ｆ ＩＳ０１４００１の取得、エコアクション２１等への登録等を証明でき

る書類の写し 

太陽光発電設備の設置状況及び自家消費用であることが分かる書類の写

し(契約書等) 

Ｇ 障害者の雇用の促進等に関する法律の法適用企業においては、法定雇用

率（２．８％以上）に加えて、重度身体障がい者１名又は２名以上（肢

体・体幹不自由の雇用がある場合はその人数）、又は知的障がい者もしく

は精神障がい者を３年以上雇用していることが証明できる書類の写し 

法適用外企業においては、重度身体障がい者１名又は２名以上（肢体・

体幹不自由の雇用がある場合はその人数）、又は知的障がい者もしくは精

神障害者を３年以上雇用していることが証明できる書類の写し 

Ｈ 募集開始日の属する年度の前年４月１日から募集開始日までの間に、小

平市内の障がい者就労施設等から１０万円以上の調達の実績を証明できる

書類の写し 

Ｉ 過去３年間の、従業員の育児休業・介護休暇、それに伴う短時間勤務制

度取得、または１年以上のひとり親家庭等の母等の継続雇用の実績を証明

できる書類の写し 

Ｊ 女性活躍推進法に基づくえるぼし認定を取得したことを証明できる書類

の写し 

義務のない場合は、行動計画の策定・届出をしたことが分かる書類の写

し 

Ｋ ６５歳以上の高齢者雇用（６５歳を超えてから３年以上継続雇用、再雇

用を含み役員を除く）を証明できる書類の写し 

Ｌ 募集開始日現在に小平市との災害時の応援等に係る協定が有る場合は当

該協定書の写し 

災害協定に基づく活動（募集開始日の属する年度の前年４月１日から募

集開始日までの間に、小平市が実施する総合防災訓練への参加を含む。）

を証明できる書類の写し 

東日本大震災以降に発生した大規模災害（災害救助法の適用のあるもの）

による離職者又は被災した新卒者で内定取消しなどにより求職中の方を雇

用したことを確認できる書類の写し（り災証明書及び健康保険証等、証明

できる書類） 
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※ ６か月以上の雇用継続が条件（６か月以上の雇用継続予定を含む） 

Ｍ 事業者として、３年以上継続的している小平市内における無償の地域社

会貢献のためのボランティア活動を証明できる書類の写し、事業者として

３年以上継続している地域社会への貢献活動（消防団協力事業所表示制度、

保護観察者等協力雇用主制度、自主的緑化事業など）を証明できる書類の

写し 

※ ○年以上とは、募集開始日現在で判断します。 

 

６ 指定管理者候補者の選定等 

(1) 選定の手順 

指定管理者の候補者の選定は、次の手順により行います。 

① 資格審査 

申請者から提出された応募書類を交通対策課において確認します。 

確認した結果、次に該当する団体等を失格とします。 

・応募資格（本募集要項４）を欠く団体等 

・提出書類に虚偽の記載があったもの 

・提案の内容が、本募集要項等で市が提示した事項を満たしていないもの 

・提出書類等の不備や提出期間を過ぎて提出したもの 

・提出書類が郵送で提出されたもの 

・その他選定に係る不正行為があったもの 

② 事業者の社会的要請等への取組に関する加点項目の審査(書類審査) 

交通対策課では、応募書類に基づき、「事業者の社会的要請等への取組に関す

る加点項目」について審査を行います。採点は、下記(3)の「事業者の社会的要

請等への取組に関する加点項目・審査の視点・配点」に基づいて行い、ここで

の点数が、事業者の社会的要請等への取組に関する加点項目の審査における得

点となります。 

③ 選定委員会による審査(面接審査) 

資格審査を通過した申請者に対しては、「小平市有料自転車駐車場(一橋学園

駅周辺地区)指定管理者選定委員会設置要綱」に基づき設置された、「小平市有

料自転車駐車場(一橋学園駅周辺地区)指定管理者選定委員会（以下「選定委員

会」という。）」が審査を行います。なお、審査は、令和７年９月２４日（水）

又は９月２５日（木）のいずれかで実施いたします。日時、場所については別

途通知いたします。 

審査は、選定委員会委員の面前での面接審査となります。申請者は選定委員

に対してプレゼンテーション（１０分間）を行っていただき、応募書類及びプ

レゼンテーションの内容に対し、各委員から質疑があります。なお、プレゼン

テーションの際、申請者が持参したパソコン等の画面をスクリーンに投影する

ことができますが、書面資料の配布はできません。 

匿名での審査となりますので、服装、持ち物、プレゼンテーション内容及び
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質疑応答内容から団体名等が特定できないようにしてください。 

選定委員会の各委員は、面接審査の結果に基づき、下記(2)の「指定管理者候

補者選定審査評価表」の各審査項目について配点の範囲内で採点します。全委

員の採点した点数の合計が選定委員会の審査における得点となります。 

④ 採点 

上記「②事業者の社会的要請等への取組に関する加点項目」による得点、及

び、上記「③選定委員会による審査」による得点の合計が最終的な得点となり

ます。面接審査に参加された全申請者に対して採点を行い、もっとも得点の高

い団体等を指定管理者の候補者として選定します。 

ただし、いずれの応募団体も一定の基準に達しない場合、候補者が選定され

ない場合があります。 

選定結果については、面接審査の全参加者へ書面により通知します、また、

後日小平市公式ホームページにおいて公表します。 

(2) 審査基準 

具体的な評価項目は、次のとおりとします。 
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 ●指定管理者候補者選定審査評価表 

審査基準 審査項目 審査の視点 配点 

１ 

市民の平等な利

用が確保される

こと。 

市民の平等な利用

の確保 

公の施設として、一部の市民の利

用を不当に制限し、又は優遇して

いないか。 

２０ 

２ 

公の施設の設置

の目的が効果的

に達成されるこ

と。 

設置目的に合致し

た管理運営にかか

る基本方針の策定 

基本方針が施設の設置目的に合致

しているか。 
２０ 

３ 
効率的な管理が

行われること。 

①効率的な管理運

営 

事業計画書の内容が、具体的、現

実的であり、かつ創意工夫や積極

性が見られるか。 

１０ 

②利用者に対する

サービスの向上 

施設の利用を促進させる方策がと

られているか。また、利用者の要

望・意見・苦情を把握し、改善に

結びつける方策がとられている

か。 

１０ 

③管理にかかる経

費の適切な見積 

各経費において、適切かつ現実的

な見積りがなされているか。ま

た、経費の効率化の工夫等がなさ

れているか。 

１０ 

４ 

適正かつ確実な

管理を行う能力

を有すること。 

①人的能力 

労働関係法規を遵守し、施設の管

理運営を適正に行う組織体制が整

備されているか。また、職員の能

力の育成を行うための研修体制が

講じられているか。 

１０ 

②経営・物的能力 
財政状況は良好か。また、施設の

維持管理に関する計画は適切か。 
１０ 

③危機管理能力 

事故・災害等発生時の対処能力を

有しているか。 

個人情報の保護に関する法令等を

理解しているか。また、その措置

は適切か。 

１０ 

５ 

公の施設の設置

の目的又は性質

に応じ、市長が

必要と認めて定

める基準 

課題の把握と将来

への展望 

自転車対策事業に関する課題の把

握に努め、将来への展望と事業実

施に向け、具体的な提案を持って

いるか。 

２０ 
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（３）事業者の社会的要請等への取り組みに関する加点項目・審査の視点・配点 

下記の加点項目は、応募書類に基づき交通対策課で採点します。 

審査項目 審査の視点 配点 

①実績の評価 

同類または類似施設の管理運営実績や、更新時におけ

る現行指定管理者の実績について評価する。 

現行事業者 ・過去３年以内に同種かつ同規模以上の実

績あり 

／過去３年以内に同種かつ 1/2 以上の規模の実績あり 

／過去３年以内に同種かつ 1/2以上の規模の実績なし 

４ 

②品質管理の評価 
ISO9001の登録の有無によって業務の品質を評価する。 

取得後３年以上経過 ／ 取得済 ／ 未取得 
４ 

③市内事業者の評価 

市内における本店・支店・営業所等の有無によって、

市内事業者を評価する。 

本店・支店･営業所等を有し、３年以上営業を継続  

／なし 

２ 

④地域雇用の評価 

当該業務における市民雇用率によって、地域雇用を評

価する（事業計画書の人員計画に記載すること）。 

市民雇用率 当該業務における労働者（臨時職員等を

含む）の市民割合 20％以上 ／ 20％未満 

２ 

⑤労働条件（報酬）の

評価 

当該指定管理業務に従事する労働者全員の賃金水準に

よって、労働条件（報酬）を評価する。 

市が定める標準的な賃金額 1,469円(令和７年度) 

当該指定管理業務に従事する労働者全員の賃金水準が 

市が定める標準的な賃金額以上 ／ 

市が定める標準的な賃金額の 90％以上 ／ 

市が定める標準的な賃金額の 80％以上 ／ 

市が定める標準的な賃金額未満 

６ 

⑥環境配慮活動の評価 

ISO14001 の取得、エコアクション 21 等への登録の有

無、募集開始日現在で事業所における自家消費用の太

陽光発電設備の設置の有無（余剰売電可）によって、

環境配慮活動を評価する。 

※自家消費用とは、太陽光発電設備により発電した電

気を事業所内に取り込むことで、事業所内の電気使用

削減の効果があることをいう。 

２つ以上該当 ／ １つ該当 ／ 該当なし 

４ 

⑦障がい者雇用の評価 

障がい者雇用の取組みによって、障がい者雇用を評価

する。該当者は３年以上の雇用継続を条件とする。 

 

４ 
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〈法適用企業〉障がい者雇用率 2.8％以上に加えて重度

身体障がい者２名以上(肢体･体幹不自由は１名以上)、

または知的障がい者もしくは精神障がい者１名以上の

雇用 

〈法適用外企業〉法適用企業基準の障がい者の人数を

雇用（雇用率要件なし） 

／〈法適用企業〉障がい者雇用率 2.8％以上に加えて重

度身体障がい者 1名の雇用 

〈法適用外企業〉法適用企業基準の障がい者の人数を

雇用（雇用率要件なし） 

／雇用なし 

⑧障がい者就労施設等

からの調達の評価 

募集開始日の属する年度の前年４月１日から募集開始

日までの間に、市内の障がい者就労施設等から 10 万円

以上の調達実績を評価する。 

実績あり／実績なし 

２ 

⑨男女共同参画、ひと

り親家庭・子育て中の

女性の継続雇用の評価 

育児・介護休業制度などによって、男女共同参画、ひ

とり親家庭・子育て中の女性の継続雇用の実績を評価

する。 

過去３年間の育児休業制度、介護休暇制度、それに伴

う短時間勤務制度等の施策の取得、また１年以上の母

子家庭等の母等の継続雇用の実績 ２つ以上 ／ １つ 

／ なし 

４ 

⑩女性活躍推進法に基

づく取組みの評価 

女性の職業生活における活躍の推進に関する法律によ

り、えるぼし認定の取得の有無を評価する(義務のない

場合は、任意の行動計画策定・届け出)。 

認定取得あり／認定取得なし 

２ 

⑪高齢者雇用の評価 

６５歳以上の高齢者雇用（再雇用を含み、役員を除

く）の取組みによって、高齢者雇用を評価する。 

雇用人数 ５人以上 ／ ２人以上 ／ ２人未満 

６５歳を迎えてから３年以上の雇用継続が条件 

４ 

⑫災害協定の評価 

／災害活動等の評価 

／被災者雇用の評価 

【災害協定の評価】募集開始日現在に、小平市との災

害時の応援等に係る協定の有無を評価する。事業者が

属する団体等が協定を締結している場合も同様に評価

する。 

【災害活動等の評価】募集開始日の属する年度の前年

４月１日から募集開始日までの間に、災害協定に基づ

く災害活動等の実績を評価する。災害活動等には、市

が実施する総合防災訓練への参加を含む。 

【被災者雇用の評価】東日本大震災以降に発生した大

４ 
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規模災害(災害救助法の適用のあるもの)による離職者

又は被災した新卒者で内定取り消しなどにより求職中

の方を雇用した事業者を評価する。６か月以上の継続

雇用(短時間労働含む)が条件。 

※評価の時点で６か月未満であっても、６か月以上の

雇用継続予定を含む 

２つ以上該当 ／ １つ該当 ／ 該当なし 

⑬ボランティア活動の

評価／地域社会への貢

献活動の評価 

【ボランティア活動の評価】事業者として、３年以上

継続している小平市内における無償の、地域社会貢献

のためのボランティア活動の実績を評価する。ボラン

ティア活動は、会社周辺の道路・河川・公園等の清

掃・ごみ拾い・草刈り、福祉施設への慰問、交通安全

教室への協力、市域催事への参加協力、防犯パトロー

ルなどを対象とする。 

【地域社会への貢献活動の評価】事業者として３年以

上継続している地域社会への貢献活動の実績を評価す

る。貢献活動は、総務省による消防団協力事業所表示

制度、法務省による保護観察者等協力雇用主制度、東

京都による自主的緑化事業などを対象とする。 

１つ以上該当 ／ 該当なし 

２ 

７ 指定管理者候補者の選定後の手続等 

(1) 市議会の議決 

指定管理者候補者としての選定後、指定に係る議案を市議会に提出し、市議会

の議決を受けて、正式に指定管理者として選定されます。ただし、議決を受ける

までの間に、指定管理者候補者を指定管理者に指定することが著しく不適当と認

められる事情が生じたときには、指定管理者候補者の選定を取り消すことがあり

ます。 

なお、議決を受けることができなかった場合においても、指定管理者候補者が

支出した費用等については、補償はいたしません。 

(2) 協定の締結 

協定締結日は、令和８年４月１日です。 

８ 申請にあたっての留意事項等 

(1) 接触の禁止 

選定委員会委員に対し接触することを禁止します。接触の事実が認められた場

合には、失格となることがあります。 

(2) 提案内容変更の禁止 

提出された書類の内容を変更することはできません。 
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(3) 申請書類の取扱い 

申請書類は、理由の如何を問わず返却しません。 

(4) 費用負担 

申請に関して必要となる費用は、団体等の負担とします。 

(5) 提出書類の取扱い・著作権 

小平市が提示する設計図書の著作権は小平市及び設計者に帰属し、団体の提出

する書類の著作権はそれぞれの作成団体に帰属します。なお、今回提出された資

料については、審査後に情報公開の対象とさせていただく場合もありますので、

あらかじめご了承ください。 

(6) 追加書類の提出 

小平市が必要と認めるときは、追加書類の提出を求める場合があります。 

９ 問合せ 

小平市 都市開発部 交通対策課 自転車対策担当 

〒187-8701 東京都小平市小川町２丁目１,３３３番地 

電 話 ０４２（３４６）９５４９（直通） 

ＦＡＸ ０４２（３４６）９５１３ 

メールアドレス kotsu-taisaku@city.kodaira.lg（エル・ジー）.jp 

mailto:kotsu-taisaku@city.kodaira.lg

